
渋谷区福祉人材支援手当（障がい）の支給に係る補助事業実施要綱 

令和８年６月２６日 制  定 

 

（目的） 

第１条 この事業は、全産業との平均賃金の格差が拡大している介護・障害福祉分野で働く者に対し、

事業所を運営する法人 （以下「事業者」という。）を通じて渋谷区福祉人材支援手当を支給するこ

とにより、区内の障害福祉サービス事業所における人材確保・定着を促進し、サービスの質の向上及

び運営体制の安定化に繋げることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）及び障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「障害者

総合支援法施行規則」という。）並びに、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）及び児童福祉法

施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）で使用する用語の例による。 

 

（対象事業所）  

第３条 補助の対象となる事業所（以下「対象事業所」という。）は、渋谷区内に所在する別表第１に

定める障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス、計画相談支援、地域移行支援及び地域定着支援

及び児童福祉法に基づく障害児通所支援及び障害児相談支援並びに障害児入所支援を行う事業所とす

る。ただし、渋谷区社会福祉協議会及び渋谷区社会福祉事業団が運営する事業所を除く。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者が運営する事業所は、事業の対象外とする。 

（１）暴力団（渋谷区暴力団排除条例（平成２３年渋谷区条例第２３号。以下「暴排条例」という。）

第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴力団員等（暴力

団並びに暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者をい

う。以下同じ。）に該当する者がいる法人 

（３）社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）、障害者総合支援法、児童福祉法又はこれらの法律に基

づく命令に違反する事実がある法人 

 

（対象者） 

第４条 補助の対象となる従事者（次条において「対象従事者」という。）は、次の各号に定める要件

を全て満たす者とする。 

（１）雇用形態  

事業者から直接雇用を受け、事業所において勤務する従事者（障害者総合支援法に基づく指定障害

福祉サービスの事業等の人員、設備運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）によ

り、業務の全部又は一部を委託により他の事業者に行わせることが認められている場合であって、委

託先の事業者に雇用され、当該事業所において勤務する従事者を含む。）であること。なお、勤務形



態（常勤又は非常勤及び専従又は兼務）は問わないが、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣

労働者の保護等に関する法律に基づく派遣労働者は対象外とする。 

（２）職種   

ホームヘルパー、生活支援員、生活支援コーディネーター、児童指導員、保育士、世話人、職業指

導員、地域移行支援員、就労支援員、就労支援コーディネーター、訪問支援員、介護職員、相談支援

専門員、サービス提供責任者、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、拠点コーディネータ

ー、その他区長が認める者とする。（以下、「対象職種」という。）。  

（３）勤務時間数  

勤務する事業所において対象職種の業務に係る所定労働時間が週２０時間以上又は月８０時間以上

であること。また、所定労働時間が週２０時間未満克月８０時間未満である場合又は所定労働時間の

定めのない場合は、実労働時間が週２０時間以上又は月８０時間以上であること。  

（４）管理者の取扱い  

事業所の管理者については、対象職種の業務に係る所定労働時間が週２０時間以上又は月８０時間

以上である場合は対象とする。また、所定労働時間が週２０時間未満かつ月８０時間未満である場合

又は所定労働時間の定めのない場合は、実労働時間が週２０時間以上又は月８０時間以上である場合

に限り対象とする。  

（５）役員（法人代表者を含む。）の取扱い  

事業者における役員（法人代表者を含む。以下「役員」という。）については、対象職種の業務に

係る実労働時間が週２０時間以上又は月８０時間以上である者に限り対象とする。  

 

（渋谷区福祉人材支援手当） 

第５条 この要綱における渋谷区福祉人材支援手当とは、次に定める要件を全て満たすものをいう。 

（１）就業規則又は給与規程等による規定  

事業者の就業規則又は給与規程等（以下「就業規則又は給与規程等」という。）において渋谷区福

祉人材支援手当として規定され、対象者へ支給される手当であること。また、従事者が１０人未満の

法人で就業規則又は給与規程等を定めていない場合は、従事者ごとに作成する労働条件通知書により

「渋谷区福祉人材支援手当」が定められていること。  

（２）支給方法  

原則として毎月支給されるものであること。なお、複数の事業所において補助対象となる勤務時間

数を満たす対象者に対しては、いずれかの事業所を通じて支給するものとする。  

（３）役員報酬の取扱い  

前２号の規定に関わらず、役員については、役員報酬をもって渋谷区福祉人材支援手当相当額が支

給されているものとみなす。  

（４）支給額  

渋谷区福祉人材支援手当支給額は、次のとおりとする。ただし、事業者の就業規則又は給与規程

等（従事者が１０人未満の法人における対象者ごとの労働条件通知書を含む。）において、次に定め

る支給額未満の額を定めることを妨げるものではない。 

ア 対象者一人当たり月額１０，０００円を支給する。  



イ 勤続年数が同一事業者内で６年目以降の対象者（役員を除く。）には雇用開始月から引き続く

６１か月目以降を対象に月額１０，０００円を加算して支給する。 

 

（補助対象経費、補助基準額、補助率及び補助金の額の算定方法）  

第６条 補助対象経費、補助基準額、補助率及び補助金の額の算定方法は、別表第２のとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 事業者は、この補助金の交付を受けようとするときは、渋谷区福祉人材支援手当事業補助金交

付申請書（別記第１号様式）に関係書類を添えて、区長が指定する期日までに提出しなければならな

い。 

２ 事業者は対象事業所が複数ある場合は、これらを一括して申請するものとする。なお、申請方法は

第１０条による変更交付申請及び第１４条による実績報告においても同様とする。 

 

（電子情報処理組織による申請） 

第８条 区長は、前条第１項の規定による申請について、渋谷区情報通信技術を活用した行政の推進に

関する条例（平成１６年渋谷区条例第３６号）第３条を準用し、電子情報処理組織（区の機関の使用

に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請等をする者の使用に係る電子計算機とを

電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用して行わせることができる。 

２ 前項の場合において、区長は、前条第１項の関係書類について、当該書類の電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の提出をもって当該書類の添付に代えさせる

ことができる。 

３ 前２項の規定は、第１０条の規定による変更交付申請、第１２条の規定による請求及び第１４条の

規定による実績報告について準用する。 

 

（交付の決定等） 

第９条 区長は、前２条による申請があったときは、当該申請書の内容を審査し、補助金の全部又は一

部の交付が適当と認めた場合は渋谷区福祉人材支援手当事業補助金交付決定通知書（別記第２号様

式）により、適当でないと認めた場合は渋谷区福祉人材支援手当事業補助金不交付決定通知書（別記

第３号様式）により、その決定内容を申請者に通知するものとする。 

２ 区長は、補助金の交付決定に当たって、条件を付すことができる。 

 

(変更交付申請) 

第１０条 前条第１項の規定により、補助金の交付決定を受けた事業者（「以下「補助対象事業者」と

いう。）は、交付決定後に申請内容を変更して交付申請を行う場合は、渋谷区福祉人材支援手当事業

補助金変更交付申請書(別記第４号様式)に関係書類を添えて、区長が指定する期日までに提出しなけ

ればならない。 

 



(変更交付の決定等) 

第１１条 区長は、前条の規定による変更交付申請があったときは、当該申請書の内容を審査し、補助

金の全部又は一部の交付が適当と認めた場合は、渋谷区福祉人材支援手当事業補助金変更交付決定通

知書(別記第５号様式)により、適当でないと認めた場合は渋谷区福祉人材支援手当事業補助金変更不

承認通知書（別記第６号様式）により、その決定内容を補助対象事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第１２条 第９条又は前条の規定による補助金の交付決定を受けた補助対象事業者は、当該通知に基づ

き、速やかに区長に渋谷区福祉人材支援手当事業補助金請求書（別記第７号様式）を提出するものと

する。 

２ 区長は、前項の規定による請求を受けた場合は、速やかに概算払で補助金を交付する。 

 

（決定の取消し） 

第１３条 区長は、交付決定後においても、事情変更により特別の必要が生じた場合は、交付決定の全

部若しくは一部を取り消し、又はこの交付決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することがで

きる。 

２ 区長は、補助対象事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交付決定の全部又は一

部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）第３条第２項各号の規定に該当するに至ったとき。 

（４）前３号に掲げる場合のほか、交付決定の内容、これに付した条件又はその他法令に違反したと

き。 

 

(実績報告) 

第１４条 補助対象事業者は、渋谷区福祉人材支援手当の支給が完了したとき又は補助金の交付の決定

に係る会計年度が終了したときは、渋谷区福祉人材支援手当事業補助金実績報告書(別記第８号様式)

に関係書類を添付して、区長が指定する期日までに提出しなければならない。 

 

(補助金の額の確定等) 

第１５条 区長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けた場合において、当該実績報告書の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、実績報告がこの交付決定の内容及びこれに付した条件に適

合すると認めた場合は、交付すべき補助金の額を確定し、渋谷区福祉人材支援手当事業補助金交付額

確定通知書(別記第９号様式)により補助対象事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１６条 区長は、第１３条の規定により、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合におい

て、補助対象事業の当該取消に係る部分に関し、既に補助金が交付されている場合は、期限を定めて



その返還を命ずることができる。 

２ 前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交

付されているときも同様とする。 

 

（違約加算金） 

第１７条 補助対象事業者は、前条第１項の規定により補助金の返還を命じられた場合は、当該命令に

係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の受領額（その一部を納付した場

合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき、年１０．９５パーセントの割

合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

２ 前項の規定により違約加算金の納付を命じられた場合において、納付した金額が返還を命じられた

額に達するまでは、その納付額は、当該返還を命じられた補助金の額に充てるものとする。 

 

（延滞金） 

第１８条 補助対象事業者は、補助金の返還を命じられたにもかかわらず、これを納付期限までに納付

しなかった場合は、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じその未納額につき、年１０．９５

パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

２ 前項の規定により延滞金の納付を命じられた場合において、返還を命じられた補助金の未納付額の

一部が納付された場合は、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納

付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（他の補助金等の一時停止等） 

第１９条 区長は、補助対象事業者が当該補助金の返還を命じられたにもかかわらず、当該補助金、第

１７条第１項の違約加算金又は前条第１項の延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、他に

交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金と未

納付額を相殺することできる。 

 

（関係書類の保管） 

第２０条 補助対象事業者は、補助金に係る収支状況を記載した帳簿その他の関係書類を整理し、当該

事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保管しなければならない。 

 

(他の補助金等との重複の禁止) 

第２１条 補助対象事業者は、この補助金と重複して、渋谷区福祉人材支援手当（介護）の支給に係る

補助事業実施要綱（令和８年６月２６日付８渋福介発第７２号）に基づく補助金の交付を受けてはな

らない。 

 

（委任）  

第２２条 この要綱の実施に関し必要な事務手続及び文書の様式については、福祉部長が定める。 

 



附 則 （令和８年６月２６日区長決裁） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から適用する。  

２ 事業者がこの補助金の交付申請を行う初年度においては、当該年度当初から年度末までの間に第５

条第１号の規定に定める就業規則又は給与規程等を整備した場合は、事業者は、当該年度当初から就

業規則又は給与規程等が整備されるまでの期間に係る渋谷区福祉人材支援手当を、複数月分まとめて

支給することができる。 

 

 

  



別表第１（第３条関係） 

 補助対象とする障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく事業種別等 

１ 居宅介護 

２ 重度訪問介護 

３ 同行援護 

４ 行動援護 

５ 重度障害者等包括支援 

６ 生活介護 

７ 施設入所支援 

８ 短期入所 

９ 療養介護 

１０ 自立訓練  

１１ 就労移行支援  

１２ 就労継続支援Ａ型  

１３ 就労継続支援Ｂ型  

１４ 就労定着支援 

１５ 就労選択支援 

１６ 自立生活援助  

１７ 共同生活援助 

１８ 児童発達支援 

１９ 医療型児童発達支援 

２０ 放課後等デイサービス 

２１ 居宅訪問型児童発達支援 

２２ 保育所等訪問支援 

２３ 福祉型障害児入所 

２４ 医療型障害児入所 

２５ 計画相談支援 

２６ 地域移行支援 

２７ 地域定着支援 

２８ 障害児相談支援 

２９ 障害児保育型日中一時支援 

３０ 就労支援 

３１ 地域生活支援 

 

 

  



別表第２（第６条関係） 

補助対象経費及び補助金額の算定方法  

１ 補助対象経費  ２ 補助基準額  ３ 補助率  ４ 補助金の額の算定方法  

第５条に定める渋谷区福

祉人材支援手当の支給に係

る経費（以下「手当支給経

費」という。）及びその支給

に伴って事業者に納付の義

務が生じる社会保険料の雇

用主負担に係る経費相当分

（手当支給経費に１５パー

セントを乗じた額）  

（１）第４条に定める対象従事

者一人当たり月額１０，０００

円 

（２）勤続年数が同一法人内で

６年目以降の従事者（役員を除

く。）一人当たりの加算額月額

１０，０００円  

（３）社会保険料雇用主負担額

に相当する額として上記（１）

及び（２）の合計額に１５パー

セントを乗じた額  

１０／１０  第１欄に定める補助対

象経費の合計額と第２欄

に定める補助基準額の合

計額を比較して少ない方

の額に、第３欄に定める

補助率を乗じて得た額。  

 ただし、算出された額に

１，０００円未満の端数

が生じた場合には、これ

を切り捨てる。  

 

 

 

 

 


